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研究成果の概要（和文）： 自殺は公衆衛生学上の重要課題であり、効果的な対策を講ずる上で

高リスク集団の把握が必要である。1985～2004年の15-79歳の自殺死亡について、ベイズ型年齢

－時代－コホート分析をおこない、性別、都道府県別の結果について、クラスター分析により、

年齢・時代・コホート効果の変動パターンを類型化した。50歳代男性を中心とした年齢効果、1998

年以降の時代効果および特徴的な世代（男性：1926年生まれ以降1844,61,81年ピーク、女性：1956

年以降）効果として高リスク集団が把握された。またクラスター分析の結果からは、男女ともに

大都市圏を含む都道府県に類似性を認めた。 

 
研究成果の概要（英文）： Because suicide is increasingly becoming a public health threat 
in Japan, it is necessary to identify high-risk groups to develop effective preventive 
measures. The suicide mortality trends from 1985 to 2004 for Japanese aged between 15 
and 79 years were analyzed by a Bayesian age–period–cohort analysis to evaluate the 
independent effects of age, period, and birth cohort. Moreover, we tried to analyze a 
Cluster analysis for the 47 regional suicide data. In conclusion, a gender difference 
was detected in the effects of age, period, and cohort on suicide risk among Japanese. 
Cluster analysis for the 47 regional suicide data revealed the different impact of age, 
period and cohort effects on suicide mortality between urban and rural regions. 
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１．研究開始当初の背景 

自殺は近年わが国の公衆衛生学上の脅威
となっており、その有効な対策の樹立のため
に高リスクグループの抽出と同定が必要で
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ある。 

 

２．研究の目的 

 ベイズ型年齢－時代－コホート分析法を
使用して、近年の自殺死亡動向における年齢、
時代および出生コホートの独立した効果を
推定し、各々の要因の自殺動向への寄与につ
いて評価し、高リスクなグループを明らかに
する。また、性別都道府県別に得られた解析
結果に対してクラスター分析を使用し、都道
府県別自殺死亡動向の年齢影響、時代影響お
よびコホート影響の類型化を行う。 

 

３．研究の方法 

 1985 年から 2004 年までの 15-79 歳の自殺
死亡動向（人口動態統計による）は、年齢、
時代および出生コホートの固有の効果を評
価するために、ベイズ型年齢－時代－コホー
ト分析法(BAMP)を使用して解析した。また、
性別都道府県別に得られた解析結果をクラ
スター分析により、年齢・時代・コホート影
響の変化についての類型化を行い、地域特徴
を探った。 
 
４．研究成果 
（１）全国の自殺死亡動向のベイズ型年齢－
時代－コホート分析 
自殺死亡動向のベイズ型年齢－時代－コ

ホート分析より、年齢効果は一般的に男女と
もに年齢の上昇に伴い増大したが、男性の
50-64 歳では最もリスクが高い効果として特
徴が把握された（図 1）。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 自殺死亡動向のベイズ型年齢－時代－
コホート分析（左側：男性、右側：女性） 
 
時代効果は 1998 年に急激に増大し、この

変化は女性よりも男性で顕著であった。コホ
ート効果は、男性では 1926 年以降、女性で
は 1956 年以降の出生コホートで増大トレン
ドを示した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２ 男性の年齢効果におけるクラスター
分析（小型○印：大都市を含む都道府県） 
 
（２）都道府県の自殺動向における３効果の
クラスター分析（男性） 
自殺死亡動向の都道府県別クラスター分

析より、男性の年齢効果は 5 つのクラスター
(Age-1～-5)に分類（図 2）され、Age- 1 と
Age-5 は 50 歳代後半にピークを示し、以降に
低減（図 3）を示した。これらのクラスター
には大都市（人口 90 万人以上）を含む都道
府県が集族していた。 
時代効果は 3つ(Period-1～-3)に分類され、

Period-1 は 1998 年に急増し、以降横ばいで
あった。これらのクラスターには大都市を含
む都道府県が集族していた。 

コホート効果は 3つ(Cohort-1～-3)に分類
され、Cohort-1 と Cohort-3 は 1953 年生まれ
のコホート付近を変曲点として低減から増
大トレンドに転じていた。これらのクラスタ
ーには大都市を含む都道府県が集族してい
た。 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３ クラスター別男性の年齢効果の比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４ 女性の年齢効果におけるクラスター
分析（小型○印：大都市を含む都道府県） 
 
（３）都道府県の自殺動向における３効果の
クラスター分析（女性） 

女性の年齢効果は 2つのクラスター(Age-1
～-2)に分類（図 4）され、Age-2 は 30 歳代
で弱まるものの 50 歳代後半まで増大し、そ
の後横ばいトレンド（図 5）を示した。これ
らのクラスターには大都市（人口 90 万人以

上）を含む都道府県が集族していた。 
時代効果は 3つ(Period-1～-3)に分類され、

Period-2は 1998年から1999年にピークを示
し、以降は横ばいを示した。これらのクラス
ターには大都市を含む都道府県が集族して
いた。 
コホート効果は 3つ(Cohort-1～-3)に分類

され、Cohort-2 は 1953 年生まれのコホート
付近を変曲点として低減から増大トレンド
に転じていた。これらのクラスターには大都
市を含む都道府県が集族していた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図５ クラスター別女性の年齢効果の比較 
 
 
 以上の分析結果より、結論として、近年の
日本人の自殺動向において、年齢、時代、世
代の視点から高リスクグループを考えると、
加齢に伴う自殺リスクの増大に加え、中高年
男性の自殺リスクが顕著に高いこと、時代効
果は 1998 年のアジア通貨危機以降の金融不
安・経済低迷期に入って、リスクの増大傾向
が持続していること、また出生コホートから
は高リスクなコホートとして、男性では 1926
年生まれ以降、女性では 1956 年生まれ以降
が把握され、明らかな性差が認められたこと
などが明らかにされた。また、クラスター分
析の結果は、男女ともに大都市圏を含む都道
府県に類似したパターンが存在することを
示しており、近年自殺リスクの増大に大都市
域を含む地域特性が関連している可能性が
示唆された。 
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